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化学産業のカーボンニュートラルに向けた動向（ポイント）
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⚫ 化学産業は製造時にCO2を多量に排出する産業分野。加えて、プラスチックの処分段階
でもCO2を排出。

⚫ 日本の化学産業は、ナフサ分解によりバランス良く基礎化学品を製造・供給することで、
自動車や電気電子産業など、あらゆる川下産業の競争力の源泉となっている。同時に、
CO2を資源として利用できる、カーボンニュートラル社会に不可欠な産業。

⚫ 世界的に、プラスチック原料（エチレン等）製造への投資が進展。中国ではナフサ分解
に加えてCTOの設備投資が、北米ではエタンベースの設備投資が進む。

⚫ カーボンニュートラルに向け、世界的に、廃プラスチックをオレフィンの原材料として
投入する動きがあるが、多くは開発段階。また、ナフサ分解炉の電熱化も開発が進む。

⚫ 我が国は、国内で必要な化学品を生産できる体制の維持と、海外への展開を見据え、原
料の転換・循環（CO2からの化学品製造、ケミカルリサイクル等）と燃料転換を進める
べく、技術開発を進めることが必要。

⚫ さらに、グリーン市場を創出するため、評価手法などの標準化・ルール形成について官
民が一体となって進めることが重要。
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⚫ 化学産業は、産業部門では鉄鋼に次いで多くのCO2を排出している。

⚫ プラスチックは、製造段階とは別に廃棄時にサーマルリサイクルや単純焼却により年間1592万
トンのCO2を排出している。

追加化学産業におけるCO2排出の内訳

出所
産業別CO2排出：2020年度（令和2年度）温室効果ガス排出量（確報値）について（環境省）
廃プラ処理方法：プラスチック循環利用協会 プラスチックリサイクルの基礎知識2020 一般廃プラスチックの排出係数2.77kg-CO2/kg-廃プラから算出

産業別のCO2排出状況
（エネルギー起源） 廃プラスチックの処理方法
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我が国のプラスチック原料製造

⚫ 全国のコンビナートにナフサ分解炉が設置され、基礎的な化学原料であるオレフィン（C2

エチレン～C5イソプレン）とBTX（ベンゼンC6～キシレンC8）をバランス良く供給。

⚫ プラスチック、ゴム、さらに機能性化学品など多様な製品群に原料を供給し、自動車や
電気電子産業など、あらゆる川下産業の競争力の源泉となっている。
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石油化学コンビナートの立地状況 ナフサ分解炉によるプラスチック原材料製造
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⚫ 世界のエチレン生産能力は2億1196万㌧。日本（650万㌧）のシェアは3.1%に留まる。

⚫ 中国を筆頭に、北米、韓国、ASEAN等において生産設備の新設の計画があり、2021～
2025年にかけて4662万㌧の能力追加が見込まれる。

世界のプラスチック原料製造プラント

5出所：石油化学工業協会「石油化学工業の現状」より経済産業省作成 ※各国の比率は既設に関するもの



石炭化学（CTO）によるプラスチック原料製造（中国）

⚫ 中国では、ナフサ分解炉に加え、石炭からエチレン等を生産する設備（CTO：Coal to Olefin）も
増強。従来ナフサ法と比べてCTOのCO2排出係数が約5倍と大きく、CO2排出量の削減が課題。

従来ナフサ法 CTO

2kg-CO2/kg-olefin 10kg-CO2/kg-olefin

CO2排出係数（中国国内）

Q. Zhang, S. Hu, D. Chen, J. Cleaner Production 165 (2017) 1351.

M. Ye, P. Tian, Z. Liu, Engineering 7 (2021) 17.

経済産業省「世界の石油化学製品の今後の需給動向(2019年10月)」

CTOプラント（Shenhua Baotou）
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※MTO(Methanol to Olefin)：石炭以外の原料からメタノールを経由してオレフィンを製造

※
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中国の原材料別エチレン生産能力の推移



シェールガス（エタン分解）によるプラスチック原料製造（米国）

⚫ 米国では、シェールガスから得られる安価なエタンを原料に、エチレンを生産。

⚫ エタンクラッカーは高いコスト競争力があるが、C4以上のオレフィンを得るのが難しく、
ゴム原料等が不足（海外へ依存）する可能性がある。

経済産業省「世界の石油化学製品の今後の需給動向(2019年10月)」

Wood Mackenzie Why crude-to-chemicals is the obvious way forward
https://www.woodmac.com/news/opinion/why-crude-to-chemicals-is-the-obvious-way-forward/

北米
エタン分解

アジア
ナフサ分解

中国
CTO
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米国の原材料別エチレン生産能力の推移 世界のエチレン価格



プラスチック原料製造技術の比較

ナフサ分解 CTO（Coal to Olefin） エタン分解

製法

地域 日本ほか、世界各国 中国 米国

強み

• ナフサ分解炉では、C2～5オレ
フィン、C6～8BTXをバランス
良く得ることができ、プラスチック
原料からゴム原料まで幅広く製
造可能

• 安価で豊富な石炭を原料として
使用可能

• メタノール to オレフィン(MTO)の
技術開発が進んでいる

• 豊富なシェールガスから生産さ
れるエチレンが安価

• プラスチック原料のエチレン、プロ
ピレンの大量製造にメリット

弱み
• ナフサ分解炉の稼働年数が長く、

保守等の生産性の維持が必要

• CTOのCO2排出係数が大きい
（従来ナフサ法の5倍）

• 合成メタノールが高価

• C4以上のオレフィンを得るのが
難しく、ゴム原料等が不足する
恐れも

C6-8 BTX

C5イソプレン

C4ブタジエン
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↓
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C6-8 BTX
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C3プロピレン

ナフサ

BTXは分解油等から製造
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⚫ CTO及びエタン分解は、原料、CO2排出及び供給可能な化学品において制約がある。
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原料 技術 国 実施主体 生成物
商用

プラント
概要

廃タイ
ヤ

熱分解
（油化）

ドイツ
Pyrum / BASF（2020

年提携）
熱分解油 拡充中

2022年よりMercedes-Benzの自動車部品向けの量産樹脂を生産しており、現
状5千t/年、2022年末に2ライン増設予定。Mercedes-Benzは廃タイヤを供給。

イギリス
Plastic Energy /

SABIC（2018年提携）

スペイン2工場で生産能力7,000t/年のプラントを保有、オランダ1工場で2万t/年
のプラントを建設中。食品大手Kraft Heinz、小売大手TESCO、包装・容器製造
大手Berryと連携。

オランダ
Fuenix Ecogy Group /

Dow（2019年提携）
現在、小規模プラントを運用中。2025年までにDowの欧州域内再生プラ利用量
目標10万t/年に貢献する原料を供給予定。

米国
Nexus Fuels / Shell

（2019年提携）
現在、50t/日のプラントが稼働中。

ドイツ
Arcus/ BASF（2022年

提携）

2022年9月、BASFはARCUSと、混合プラスチック廃棄物から熱分解油を購入す
るための枠組み契約を締結。ARCUSはフランクフルトに最大10万t/年の熱分解
油生産プラントを建設中。

ドイツ
Recenso / BASF
（2018年提携）

大規模パイロットプラントを建設中。

ノルウェー
Quantafuel / BASF

（2019年提携）

廃棄物回収大手REMONDISも含め、ケミカルリサイクルプラントに共同出資。
QuantafuelはBASF以外とも連携を進めており、2023年に処理能力8.0万t/年の
プラントをデンマークで稼働予定。2023-24には3か所のプラントを稼働予定。

米国
Mura Technology /
Dow（2021年提携）

2022年より処理能力2.0万t/年のプラントを稼働予定。

米国 Anellotech
当社技術を用いて、サントリーが国内企業を中心に原料調達から包装容器製
造、使用までの企業と連携して事業化を推進中。2030年までの再資源化技術
の実用化を目指す。

米国
Encina /

Braskem(2020年提携)
計画中 Braskemと17.5万t/年の廃プラ処理プラント着工を計画中。

オランダ LyondellBasell オレフィン
1 時間あたり 5 ～ 10 キログラム (kg) のプラスチック廃棄物を処理するパイロット
で実証中。産業規模のユニットを計画している。

廃プラ /

バイ オマス

熱分解
（ｵﾚﾌｨﾝ）

オランダ BioBTX BTX/オレフィン 計画中
2019年に、バイオマスと使用済プラを原料とした10kg feed/hrのパイロットプラン
トでの試験を完了し、2023年に商用化設備を稼働予定。

廃プラ

熱分解
（油化）

熱分解油

稼働中

計画中

熱分解
（ｵﾚﾌｨﾝ）

BTX/オレフィン

ケミカルリサイクルの多様な取り組み

出所：NEDO資料を基に作成

⚫ 廃プラスチックや廃タイヤを原料として、各国で多様なリサイクルが進められている。

⚫ 熱分解で油化する手法は一部商用化されているが、エネルギー消費の大きさが課題。
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プラスチック原料に関する技術開発の取り組み例

⚫ 欧州では、廃プラスチック・廃ゴムのケミカルリサイクルについて、熱分解プラント等の
実証が開始されている。

⚫ また、再エネ電力をナフサ分解炉の熱源として用いる技術の開発が進められている。

■ケミカルリサイクル実証

BASFホームページより

https://www.lyondellbasell.com/en/news-
events/corporate--financial-news/lyondellbasell-
successfully-starts-up-new-pilot-molecular-
recycling-facility/

廃プラ熱分解プラント（LyondellBasell社）

廃プラ

軽質
オレフィン

廃ゴム熱分解プラント（Pyrum社）

廃タイヤ

その他

カーボンブラック

熱分解油

https://www.pyrum.net/en/about-us/technology/

プラスチック
原料

その他

C3プロピレン

C2エチレン

BASFはLinde・SABICと共に、研究開発を実施。
2023年から実証実験プラントが稼働予定、
2020年代後半までに実証段階の完了、2030
年以降で商用化を検討。

電熱化による
CO2削減

■独BASFのナフサ分解炉の開発
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多様な化学品の生産体制の維持とカーボンニュートラルへの貢献
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発電所、工場

H2

O2

CO2

メタノール

エタノール

C2エチレン

C3プロピレン

C4ブタジエン

C5イソプレン

C6-8 BTX

廃プラ

PC
PUR

太陽エネルギー

グリーン水素
（人工光合成）

PE
PP

PVC
PMMA
：

ゴム
PS
PET
ABS
：

熱分解 (油化)

CN燃料
NH3等

熱分解炉
(850℃)

蒸留

ガス化
H2,CO

バイオ・
リサイクル
ナフサ

合成
ガス
H2,CO

既存
ナフサ ※ MTO (Methanol to Olefin)

ETO (Ethanol to Olefin)

バイオマス
廃ゴム

CO2から
機能性化学品

ナフサ分解炉
高度化

熱分解（オレフィン）

基礎化学品

⚫ 廃プラ・CO2等への原料転換（原料循環）及び分解炉の燃料転換により、多様な化学品を
生産する体制を維持しつつ、カーボンニュートラルの実現を目指す。

廃プラ・廃ゴムから化学品
CO2から機能性化学品
グリーン水素・CO2から化学原料、
アルコール類から化学品※

ナフサ分解炉の高度化

グリーン水素・CO2から化学原料
アルコール類から化学品

（ケミカルリサイクル）

廃プラ・廃ゴム原料化

オフガス
CH4
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カーボンリサイクルプラスチック原料製造技術の海外展開

⚫ ライセンスビジネスの強化により、日本の最先端技術を海外で幅広く展開。

⚫ 標準化をはじめとするルール形成を、経営戦略に位置づけることが不可欠。

国内企業

高密度ポリエチレン(HDPE)等
汎用プラスチックの製造技術

廃プラ・廃ゴムからの化学品製造技術

新興国へ
ライセンス

ロシア
インド
：

現在

ケミカルリサイクル等
CO2削減技術

新興国へ
ライセンス

将来

国内企業 国際規格
標準化

ISO/TC47
ISO/TC61
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ナフサ分解炉の高度化技術
現在 将来

海外企業からの
ライセンス

国内企業の
エンジニアリング

日本国内
ナフサ
分解炉
にて運用

ナフサ分解炉
新設計画が
ある新興国へ
ライセンス

中国
ASEAN 等

国内の
アンモニア
バーナー・
炉技術



③製品の品質・安全性

・品質の評価基準、試験方法

・排出規制、使用規制等への対応 など

①カーボンニュートラルへの貢献

・CO2排出削減量の計算方法

・ライフサイクルアセスメント（LCA）

・カーボンフットプリント（CFP） など

②原料のサステナブル性

・リサイクル材由来であることの認証

・バイオマス由来であることの認証

・CO2由来であることの認証 など

モノの良さを
「見える化」

市場の形成

環境性能を
「見える化」

エ
ン
ド
ユ
ー
ザ
ー
や
川
下
の
取
組
と
連
携

人
材
・
体
制
を
整
備

化学分野の技術開発における事業戦略・標準化戦略

⚫ 国際的なルールづくりに初期段階から関与していくためにも、技術が確立してから標準の獲得に動く
のではなく、エンドユーザーなどとも連携する形で早期に検討に着手し、標準化を手がけること、その
ための人材・体制を整備することが重要。 新・素材産業ビジョン 中間整理（令和４年４月28日）より

化学分野における戦略的な標準化のイメージ
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【原料確保】

・廃プラの流

通に必要な

規格 など



①カーボンニュートラルへの貢献 CO2排出量のLCA評価
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⚫ 廃プラ、 CO2等を原料に用いた製品の環境性能を「見える化」するため、CO2排出量評価が重要。

⚫ 回収・分別の仕組みを踏まえた、ライフサイクルアセスメント(LCA)による具体的な評価方法・算定
方法の整備が必要。

※ 国際的な基準（カーボンフットプリント（CFP）の算定やコミュニケーションに関する ISO14067 等）は、原理原則を示すにとどまっている。

資源循環の構造による算定範囲の違いプラスチックの主なリサイクル技術・回収法

出所：第3回 サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルに向けたカーボンフットプリントの算定・検証等に関する検討会 事務局資料を基に作成



②原料のサステナブル性とマスバランス方式

⚫ 廃プラ、ＣＯ２、バイオマス等のサステナブル素材を活用した製品である旨の情報を「見
える化」することが必要。

⚫ ある特性を有する原料の投入量に応じて、生産する製品の一部を「その特性を持つ原料
（だけ）で生産した」と見なすマスバランス方式等の活用が有効。

三井化学プレスリリースを一部改編
https://jp.mitsuichemicals.com/jp/release/2021/2021_0520.htm

廃プラ・バイオ由来

廃プラ・バイオ由来
燃料を投入

既存の製造プロセス・
生産チェーン

廃プラ・バイオマス由来原料
使用分を特定製品に割当
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※ マスバランス方式を含むchain of custody（加工流通過程
の管理）の国際標準を策定すべく、ISOの下の専門委員会
（TC308）において検討がはじまっている。

廃プラ・バイオマス由来のプラスチックに関する認証
・「ISCC PLUS認証」 （世界2,502件、日本85件。 2022年11月）

・ほか、ケミカルリサイクルのルール化の検討が進む

CO2由来のプラスチックに
関する認証

・現在、存在せず

マスバランス方式



⚫ 廃プラスチックは全国各地で発生するが、一部地域に偏在。

⚫ 廃プラスチックについて、組成等の規格を設けることで、原料としてとらえる市場を
形成することが重要。

（万t）

説明：一般社団法人プラスチック循環利用協会「2020年プラスチック製品の生産・廃棄・再資源化・処理処分の状況マテリアルフロー図」」 の2020年廃プラスチック823万（一廃410
万t、産廃413万t）トンについて、一般廃プラは総務省人口統計、産業廃プラは工業統計製品出荷額で都道府県別に全体に占める割合から算出
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都道府県別廃プラスチック量の推計
（2020年）

【戦略３】の例
回収システムの構築①

➢ 命名方法・呼び名
➢ 組成等

‒ 排出由来
‒ 樹脂組成
‒ 形状
‒ 荷姿

【廃プラスチックの規格の例】

【原料確保】 廃プラスチックの流通確保
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化学に関する規格策定体制の例

③製品の品質・安全性の評価基準等の策定

ISO/TC47　化学 ISO/TC61　プラスチック

WG2   軽質オレフィン SC1    用語

WG3   硫黄含有有機物 SC2    機械的性質

WG4   有機物質のケミカルリサイクル SC4    燃焼挙動

SC5    物理・化学的性質

SC6    老化、耐薬品性、耐環境性

SC9    熱可塑性樹脂材料

SC10  発泡材料

SC11  製品

SC12  熱硬化性樹脂材料

SC13  複合材料及び強化用繊維

SC14  環境側面

⚫ サステナブル素材を利用した製品が、一定の品質や安全性を有していることについて、評
価基準や試験方法などを定めておくことが有用。

⚫ ISOでは「化学」「プラスチック」等の分野において、規格の議論が進んでいる。
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⚫ COP26において、米国が、産業部門の脱炭素化及びその市場創出に向けたFMCイニシアチブを
提案。

⚫ 例えば、鉄鋼やセメント・コンクリート等では、調達する製品のCFPの水準と調達割合をグリーン基
準として定めた上で、産業分野毎に参加する調達者のコミットメントとして公表している。

⚫ 今後、本格化する化学品の市場創出の検討には、環境性の差別化（見える化）が不可欠。

➢COP26において、ケリー特使とWEFが、2050年までにネット・ゼロを達成するために必要な重要技術の早期市場創
出に向け、世界の主要グローバル企業が購入をコミットするためプラットフォームとして立ち上げ。アップル、アマゾンなど
が初期メンバー。

➢鉄鋼、セメント・コンクリート、アルミニウム、化学品、海運、航空、トラック輸送、CDR（二酸化炭素除去）が対象。
➢ビル・ゲイツが創始者となり、ジェフ・ベゾスやマイケル・ブルームバーグなどが出資するブレイクスルー・エナジーが、削減が

困難な分野におけるインパクトのあるプロジェクトに資金を提供。

WEF Twitter画像

立ち上げには、バイデン大統領、フォンデアライエン欧州委員長、ビルゲイツなどが参加

ファースト・ムーバーズ・コーリション（FMC）

③自主的規制と市場創出の動き ～ 米First Movers Coalition（FMC）

20



◼ プラスチック汚染に関する法的拘束力のある条約づくりのための政府間交渉委員会（INC）の
設立を決定。2022年後半交渉開始、24年末までに作業完了。

◼ 各国の状況を考慮し包括的なライフサイクルアプローチで対処することが必要。プラスチック汚
染対策は、マイクロプラスチック対策を含む

◼ 条約の内容：目的の特定、持続可能な生産と消費の促進（製品設計、廃棄物適正管理
を含む）、国内外の協調的な取組の促進、国別行動計画の策定・実施・更新、条約の実
施状況及び有効性に関する評価 など

◼ 検討すべき事項：条文案（義務的事項、対策、自主的アプローチ）、資金メカニズム、最大
限入手可能な科学的知見及び優良事例、科学的情報等の提供メカニズム等

◼ データ及び情報の共有を強化（特にモニタリング）

UNEA決議文書のポイント

③規制の動き ～ プラスチック汚染対策に関する条約策定に向けた交渉（INC）

⚫ ２０２２年３月、第５回国連環境総会にて、プラスチック汚染に関する条約を作るための政府間交
渉委員会（ＩＮＣ）を設立し、２０２４年末までの作業完了を目指す旨の決議を採択。

⚫ 同決議に基づき、本年１１月末から第１回政府間交渉委員会が開催され、交渉が開始。
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③プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律

22

⚫ 「プラスチックにに係る資源循環の促進等に関する法律」では、「プラスチック廃棄物の排出の抑制、
再資源化に資する環境配慮設計」「ワンウェイプラスチックの使用の合理化」「プラスチック廃棄物
の分別収集、自主回収、再資源化」等について定める。

https://www.env.go.jp/recycle/circul/venous_industry/ja/history.pdf
http://www.env.go.jp/press/files/jp/115768.pdf

【従来】個別物品の特性に応じた規制

【新政策】プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律
2021.6 制定

回収・分離の仕組みを検討中
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化学産業のCO2の排出量の状況と国内外動向

我が国が行うべき技術開発の方向性

事業戦略・標準化戦略

参考資料



プロジェクトの実施体制

24

事業者

1 ナフサ分解炉の高度化技術の開発 

アンモニア燃料のナフサ分解炉実用化 
三井化学㈱(幹事企業)、丸善石油化学㈱、

東洋エンジニアリング㈱、双日マシナリー㈱

2 廃プラ・廃ゴムからの化学品製造技術の開発 

使用済タイヤ（廃ゴム）からの化学品製造技術の開発 ㈱ブリヂストン(幹事企業)、ENEOS㈱

日本ゼオン㈱(幹事企業)、横浜ゴム㈱

住友化学㈱(幹事企業)、丸善石油化学㈱

3 CO2からの機能性化学品製造技術の開発

東ソー㈱(幹事企業)、三菱瓦斯化学㈱

浮間合成㈱

4 アルコール類からの化学品製造技術の開発 

① グリーン水素（人工光合成）等からの化学原料製造技術の

　　開発・実証

三菱ケミカル㈱(幹事企業)、

人工光合成化学プロセス技術研究組合

② CO2からの基礎化学品製造技術の開発・実証 三菱ケミカル㈱(幹事企業)、三菱瓦斯化学㈱

住友化学㈱

研究開発項目 ・テーマ

CO2を原料とする機能性プラスチック材料の製造技術開発

多官能型環状カーボネート化合物の大量生産工程確立および用途開発 

人工光合成型

化学原料製造

事業化開発

CO2等を原料とする、アルコール類及びオレフィン類へのケミカルリサイクル技術の開発

炭素資源循環型の合成ゴム基幹化学品製造技術の開発 

廃プラスチックを原料とするケミカルリサイクル技術の開発 



現状 2025年 2030年 2040年 2050年

1.ナフサ分解炉の
高度化技術の開
発

2.廃プラ・廃ゴムか
らの化学品製造技
術の開発

3.CO2から機能性
化学品製造技術
の開発

4. グリーン水素
（人工光合成）
等からの化学原料
製造技術の開発

アルコール類からの
化学品製造技術
の開発

アルコール原料の共用

熱分解油の原料化

カーボンリサイクルプラスチック原料製造技術の工程表（詳細版）
３．導入拡大・
コスト低減フェーズ

４．自立商用フェーズ●導入フェーズ： １．開発フェーズ ２．実証フェーズ

・光触媒の変換効率は7%。
・100m2級の光触媒パネルを実証。
(TRL4)

・日照時間が長い海外へ
展開
・大規模製造によりCN化

・毒性原料が不要で
CO2からPC、PUR
製造技術開発
(TRL5)

・CO2からPC、
PUR製造技術
実証
(TRL7)

・量産化により既製品と
同価格を実現
・耐熱性や軽量化等の
機能性を向上

・毒性原料が
必要な製造
プロセス

・アンモニアバーナー、
炉開発
(TRL4)

・1万トン級テスト炉実証
・既存炉等での実証
(TRL7)

・ナフサ分解炉の更新に
合わせて、熱源をCN化

・オフガス燃焼
によるナフサ
分解

・全てのナフ
サ分解炉に
適用

・PS、PET等
を除き、収率
数%レベル

・ガス化、熱分解(油化)
技術実証(TRL6)

・既製品と同
価格を実現

・ガス化、熱分解(油化)
技術開発(TRL4)

・熱分解(オレフィン)技術
商用化

・熱分解(オレフィン)触媒
開発(TRL4)

・ガス化、油化技術商用化
・サーマル→ケミカルR転換

・アクリル酸等他の含酸素
化合物への応用展開

・CO2からPC、PUR製造
技術商用化

・収率80%以上のMTO
触媒開発(TRL5)

・10万トン級MTOを実証
(TRL7)

・MTO商用化
・グリーン、ブルー水素利用

・量産化により既製品と
同価格を実現

・10万トン級ETOを実証
(TRL7)

・既製品と同
価格を実現

・エタノール合成触媒開発
・ETO触媒開発(TRL5)

・実証開始
段階(TRL4)

・ETO商用化
・グリーン、ブルー水素利用

・量産性の高い光触媒で変換効率10%。
・数ha～数km2級の光触媒パネルを実証。
(TRL6)

・熱分解(オレフィン)技術
実証(TRL6)
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社会実装ロジックモデル

経済・社会等の変化
（誰が／何が／どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

予算

[2021ー
2030年]

1,262
（単位：億円）

1.ナフサ分解炉の高度化技術
の開発

[予算：166億円]

（インプット） （アクティビティ） （アウトプット） （短期アウトカム） （中長期アウトカム）

2030年CO2削減効
果

[測定指標]
CO2削減量試算値

[2030年見込]
国内107万トン/年
世界0.4億トン/年

2030年経済波及
効果

[測定指標]
市場規模推算値

[2030年見込]
国内0.3兆円/年
世界10兆円/年

2050年CO2削減効
果

[測定指標]
CO2削減量試算値

[2050年見込]
国内3156万トン/年
世界11億トン/年

2050年経済波及
効果

[測定指標]
市場規模推算値

[2050年見込]
国内10兆円/年
世界360兆円/年

アウトプットの達成が、アウトカムの発現につながることを示すエビデンス
※レポートベースでのエビデンスを提示。 FSを行った場合には結果に即した記載をする。

① アウトプット目標は、IEA The Future of HydrogenやIDEA v.2.3を参考にして算出。
② 石油化学工業協会「石油化学工業の現状2020年」、国立環境研究所「温室効果ガスインベントリ」より生産量等を算出し、CO2削減効果を評価。

2050年
カーボン
ニュート
ラル達成

経済
効果

国内
10
兆円/年

世界
360
兆円/年

（インパ
クト）

2.廃プラ・廃ゴムからの化学品製
造技術の開発

[予算：413億円]

3.CO2からの機能性化学品
製造技術の開発

[予算：200億円]

数千～数万トン/年実証

[測定指標]
CO2排出係数
[2030年見込]
-0.3(kg-CO2/kg)

4.アルコール類からの化学品
製造技術の開発

[予算：483億円]

数ha、数千～数万トン/年

[測定指標] 実証
CO2排出係数
[2030年見込]
0(kg-CO2/kg)

1万トン/年テスト炉実証

[測定指標]
CO2排出係数
[2030年見込]
0.35(kg-CO2/kg)

数千～数万トン/年実証

[測定指標]
CO2排出係数
[2030年見込]
廃プラ0.8、廃ゴム1.2
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カーボンリサイクルプラスチック原料製造のアウトカム目標

アウトカム目標

• 2030, 2050年のCO2削減量は、実証規模や導入規模（想定）から算出。

• 2050年の市場規模は、現在と同程度と想定。2030年実証規模は、2050年導入規模の3%程度。

CO2

削減係数
(kg-CO2/kg)

2030年 2050年

実証規模
（万トン）

CO2削減量
（万トン）

導入規模
（万トン）

CO2削減量
（万トン）

ナフサ分解炉の高度化技術 0.8 － － 680 544

廃プラ・廃ゴムか
らの化学品製造

廃プラ 3.3 4 13.2 100 330

廃ゴム 3.3 10.2 33.7 100 330

CO2等からの化
学品製造

DRC 1.3 0.3 0.4 50 65

MDI 0.8 10 8.0 50 40

アルコール類から
の化学品製造

グリーン水素 8.9 0.416 3.7 150 1335

MTO 1.6 20 32.0 220 352

ETO 1.6 10 16.0 100 160

国内のCO2削減量 107.0 3156

世界のCO2削減量 0.4億トン 11億トン

国内の経済効果 0.3兆円 10兆円

世界の経済効果 10兆円 360兆円
27




